
令和６年度 事 業 計 画

令和６年度は、「第３期中期経営改善計画（令和３年度～７年度）」の目標達成に向け

て各事業に取り組む。

森林整備については、公益的機能の持続的発揮のため、事業地の状況に応じた効率的な

保育施業等を実施するとともに、作業道等の整備を推進していく。木材の生産および販売

については、年間を通じて安定的な木材生産を行うとともに収益性の高い木材販売に努め

る。

分収造林契約の変更については、計画期間内に契約期限を迎える契約や伐期の近づいた

契約に対し、集中的かつ効果的に交渉を行うことで更改する。また、解約についても環境

林整備等の実施に伴い公益的機能を一定確保したうえで同意を得るよう努める。

「中期経営改善計画」の進行管理については、引き続き、外部有識者による経営評価委

員会の意見を踏まえ、前年度の事業実施状況等について自己評価を実施し、事業内容や実

施方法の改善等を行う。

これらの取組により、健全な経営の確保を図り、琵琶湖と淀川を守りつつ地域の木材生

産の核となる公社林づくりを推進する。

１ 森林整備

（１）分収造林事業
森林の持つ水源涵養をはじめとした公益的機能の持続的発揮を図るため、森林の適

切な保育管理に努める。
獣害被害に対応するため病害虫獣防除事業を実施するとともに、長伐期を見据えた

間伐や針広混交林化を図るための環境林整備を実施する。

事 業 別 数 量 備 考

間 伐 110 ha

枝 打 11 ha

保育事業 病害虫獣防除 85 ha クマ、シカの獣害対策

環境林整備 100 ha

計 306 ha

Ⅱ作業道開設 28,000 ｍ 幅員1.8m～2.5mの作業道

Ⅱ作業道拡幅・補修 200 ｍ 幅員1.8m～2.5mの作業道
施設事業

Ⅲ作業道開設・補修 300 ｍ 幅員2.5m～3.0mの作業道

計 28,500 ｍ



２ 木材の生産および販売

（１）木材の生産
ア 分収造林事業

次の伐採事業地のとおり主伐事業を実施する。
実施に当たっては、隣接する森林との施業集約化や長期施業委託による林業事業

体との連携強化、地形条件に合った効率的な路網配置、高性能林業機械の活用、ト
ラック道の整備、Ａ材・Ｂ材に加え獣害被害木等の搬出により、年間を通じた安定
的な木材生産と伐採収益の向上に努める。

【伐採事業地】

No 事 業 地 名 市町名 伐採面積 木材生産量 伐採収益

１ 地子原（谷所谷） 高 島
令和５年度から継続

２ 朝 宮（平 尾） 甲 賀
令和５年度から継続

３ 上龍華（高 庭） 大 津

４ 北 野（坪 谷） 長 浜

５ 梓河内（稗 谷） 米 原

６ 在 原（ウコ谷） 高 島

７ 保 坂（一ノ谷） 〃

８ 保 坂（見 坂） 〃

９ 地子原（谷所谷） 〃

10 麻 生（足 谷） 〃

11 椋 川（中 野） 〃 54 ha 10.1 千㎥ 60 百万円

12 君ケ畑（榎 平） 東近江

13 君ケ畑（トロボラ） 〃

14 箕 川（大山谷） 〃

15 君ケ畑（ヨロイ谷） 〃

16 黄和田（荒 谷） 〃

17 善 谷（奥 山） 彦 根

18 神 山（焼地蔵） 甲 賀

19 杉 谷（岩尾１） 〃

20 塩 野（奥 山） 〃

21 宮 町（鍋 谷） 〃

22 朝 宮（平 尾） 〃

23 瀬 音（乙羽谷） 〃



【旧滋賀県造林公社・旧びわ湖造林公社の内訳】

［旧滋賀県造林公社］

No 事 業 地 名 市町名 伐採面積 木材生産量 伐採収益

１ 朝 宮（平 尾） 甲 賀
令和５年度から継続

２ 上龍華（高 庭） 大 津

３ 北 野（坪 谷） 長 浜

４ 在 原（ウコ谷） 高 島

５ 保 坂（一ノ谷） 〃

６ 君ケ畑（榎 平） 東近江

７ 君ケ畑（トロボラ） 〃
30 ha 5.6 千㎥ 29 百万円

８ 箕 川（大山谷） 〃

９ 君ケ畑（ヨロイ谷） 〃

10 黄和田（荒 谷） 〃

11 善 谷（奥 山） 彦 根

12 神 山（焼地蔵） 甲 賀

13 杉 谷（岩尾１） 〃

14 宮 町（鍋 谷） 〃

15 朝 宮（平 尾） 〃

［旧びわ湖造林公社］

No 事 業 地 名 市町名 伐採面積 木材生産量 伐採収益

１ 地子原（谷所谷） 高 島
令和５年度から継続

２ 上龍華（高 庭） 大 津

３ 北 野（坪 谷） 長 浜

４ 梓河内（稗 谷） 米 原

５ 保 坂（見 坂） 高 島

６ 地子原（谷所谷） 〃
24 ha 4.5 千㎥ 31 百万円

７ 麻 生（足 谷） 〃

８ 椋 川（中 野） 〃

９ 箕 川（大山谷） 東近江

10 君ケ畑（ヨロイ谷） 〃

11 塩 野（奥 山） 甲 賀

12 宮 町（鍋 谷） 〃

13 瀬 音（乙羽谷） 〃



（２）木材の販売
・滋賀県木材流通センターと連携し、年間を通じて安定的に木材生産が可能な強みを
活かした価格交渉によって、より有利な販売先の確保に努める。新たな販売先や輸
出についても情報収集を行い、収益性に応じて販売先に加える。

・滋賀県や市町と連携し、県産材利用住宅や公共施設をはじめとした非住宅建築物の
木造化・木質化等に向けて、びわ湖材の安定した供給に努める。

・適正な木材の造材・仕分けにより需要に応じた木材生産に努めるとともに、中間土
場（山土場）から販売先への直送や積合せにより物流コストの縮減を図り、より収
益性の高い販売に努める。

・林地残材についても、木質バイオマスエネルギー等としての活用のため、採算の合
う事業地では積極的に生産・供給する。

・林業事業体等が計画的に事業へ参画できるよう木材生産情報等を早期に提供する。

３ 財務状況の改善

（１）分収造林契約の変更・解約
分収割合の変更、契約期間の延長に係る契約変更については、契約期限を迎える事

業地とその契約者が他に所有する事業地に対し集中的に交渉を進めるとともに、伐採
事業地に近接する契約者との交渉も可能な限り行う。
不採算林の解約についても、契約期限を迎える事業地の契約者に対し集中的に交渉

を進めるとともに、公益的機能を一定確保する必要があるものについては環境林整備
を実施する。

区 分 令和６年度変更・解約面積

分収割合の変更に係る分収造林契約の変更 150ha

不採算林に係る分収造林契約の解約 140ha

契約期間の延長に係る分収造林契約の変更 150ha

（２）受託事業等

事 業 名 受 託 先 内 容

送電線巡視路等整備事業 (株)シーテック等 関西・中部電力鉄塔敷巡視路等
除草

分収林等施業転換推進事業 分収林施業転換促 分収造林契約の針広混交林化・
進滋賀県協議会 分収割合・解約に関する契約変

更推進活動、Ｊ－クレジットや
有利販売等の新たな収益確保の
取組活動等

（３）長期借入債務の弁済
平成23年３月30日に成立した特定調停の調停条項に従い、令和５年度の伐採等に基

づく収益を滋賀県および兵庫県に弁済する。

４ 組織体制の改善

（１）人材の育成・確保
業務の効率化を推進するため、ＩＣＴ分野に精通した人材の育成に努める。また、

職員の資質の向上を図るため、木材の生産や販売に必要な外部研修に参加するととも
に、社内研修を実施する。



５ その他経営の改善

（１）水源涵養をはじめとした公社林の多面的な価値および経営状況の発信
公社ホームページの充実に努め、公社林の持つ琵琶湖・淀川の水源涵養やＪークレ

ジットによるカーボンオフセット等の公益的機能、木材の生産販売状況や経営状況等
について、契約者や社員、滋賀県をはじめとする琵琶湖・淀川流域の住民、企業等に
対して情報発信を行う。

（２）地球温暖化防止に向けた取組の推進
森林整備や木材生産のための抜き伐りに伴うＣＯ₂の吸収量を見える化するため、滋

賀県森林ＣＯ₂吸収量認証を取得する。

項 目 目標

公社林におけるＣＯ₂吸収認証量 800t-CO₂

（３）企業と連携した森林づくり等の促進
企業の森（琵琶湖森林づくりパートナー協定）制度の活用により、企業等と連携し

た森林づくりを進める。
また、公社林の環境への貢献として、脱炭素に取り組む企業との連携を進めるため、

Ｊ－クレジットの認証・発行に向けて取り組む。

項 目 目標

企業等と連携した森林づくりの取組数 ６件

Ｊ－クレジット認証量 600t-CO₂

（４）計画の進行管理
令和５年度の事業計画に対する実施状況等について、経営評価委員会の意見を踏ま

えて自己評価を行い、事業内容や実施方法の改善等を行う。

（５）関係者への支援要請と連携
森林整備事業、木材生産事業等を計画的に推進していくため、滋賀県等に対し支

援・協力の要請を行うとともに、森林組合をはじめとした林業事業体等との連携を進
める。



６ 林業労働力確保支援センター（林業労働力対策事業）

森林整備の担い手である林業労働者の育成、確保に向け、林業事業体に対し雇用管理
の改善や事業の合理化を促すとともに、林業の現場を担う技能者の養成に努める。

事 業 名 受 託 先 事 業 内 容

林業労働力・担い手確保事 滋賀県 林業求職者の相談業務、コンサル

業 タントによる相談、林業体験講習

の実施等

林業就業支援事業 全国森林組合連合会 雇用管理改善の情報提供、相談、

助言業務等

緑の雇用新規就業者育成推 全国森林組合連合会 森林の仕事ガイダンスの開催

進事業

緑の雇用担い手対策事業 全国森林組合連合会 林業事業体に対する監督・検査

林業労働力対策事業 － 林業労働力育成協議会の開催、全

国支援センターへの参加等

※ 本事業計画については、今後、滋賀県で実施される造林公社のあり方検討の状況を踏
まえ、必要に応じて変更を行うものとする。


